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【平成２８年７月２９日】 
部局名 出納局 

平成２７年度山梨県一般会計及び特別会計歳入歳出決算の概況について 
（根拠法令）地方自治法 第２３３条 第１項  
会計管理者は、毎会計年度、政令の定めるところにより、決算を調製し、出納の閉鎖後

３箇月以内に、証書類その他政令で定める書類とあわせて、普通地方公共団体の長に提出
しなければならない。 

 
１ 一般会計決算の概況 

 （単位：円、％） 
区       分 平成２７年度 平成２６年度 増 減 額 増減率 

歳 入 総 額 A 474,253,707,621 485,272,619,029 △ 11,018,911,408 △ 2.3 

歳 出 総 額 B 468,026,104,908 475,104,072,648 △ 7,077,967,740 △ 1.5 
歳入歳出差引額 
（形式収支額） C=A－B 6,227,602,713 10,168,546,381 △ 3,940,943,668 △ 38.8 

翌年度繰越財源額 D 2,697,175,387 7,177,970,845 △ 4,480,795,458 △ 62.4 

実 質 収 支 額 E=C－D 3,530,427,326 2,990,575,536 539,851,790 18.1 

前年度実質収支額 F 2,990,575,536 2,440,391,922 550,183,614 22.5 

単年度収支額 G=E－F 539,851,790 550,183,614 △ 10,331,824 △ 1.9 
財政調整基金 
積 立 額 H 28,380,011 14,974,727 13,405,284 89.5 

地方債繰上償還額 I 0 0 0 － 

財政調整基金 
取 崩 額 J 0 0 0 － 

実質単年度収支額 K=G+H
+I－J 568,231,801 565,158,341 3,073,460 0.5 

○ 歳入総額は、４，７４２億５，３７０万７，６２１円 
歳出総額は、４，６８０億２，６１０万４，９０８円となった。 

 
○ 前年度に比べ、歳入総額は１１０億１，８９１万円余、２．３％の減、 

歳出総額は７０億７，７９６万円余、１．５％の減となった。 
 

○ 歳入歳出差引額（形式収支額）は、６２億２，７６０万円余で、平成２８年度への繰越

財源額２６億９，７１７万円余を差し引いた実質収支額は、３５億３，０４２万円余の黒

字となった。 
 
○ 平成２７年度の実質収支額から、前年度実質収支額の２９億９，０５７万円余を差し

引いた単年度収支額は５億３，９８５万円余の黒字となった。 
 
○ さらに、単年度収支額に財政調整基金積立額の２，８３８万円余を加算した実質単年度

収支額は、５億６，８２３万円余の黒字となった。 
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（歳入の状況） 

○ 総 括 

 

 
・ 収入済額を前年度と比べると、１１０億１，８９１万円余、２．３％の減、となっ

た。 
 
・ 不納欠損額は、既に調定された歳入のうち時効の成立等により徴収ができないと認定

されたもので、その主な内容は、県税と県税に係る加算金の合計が１億７，９３４万円

余、９３．０％、使用料及び手数料が９４０万円余、４．９％、諸収入が３９７万円余、

２．１％を占めている。 
 
・ 収入未済額は、既に調定された歳入のうち出納閉鎖までに収納されなかったもので、

前年度と比べると、１，１４１万円余、０．４％の減となった。その主な内容と構成比

は県税と県税に係る加算金の合計が１９億９２８万円余、６２．３％、諸収入が７億１，

３９６万円余、２３．３％、使用料及び手数料が３億７，６０３万円余、１２．３％を

占めている。 
 

 

○ 主なもの 

・ 県  税 

収入済額は、９７６億９，９９６万円余で、 
前年度に比べ、１２２億６，９５５万円余、１４．４％の増となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 法人事業税 ：６８億５，２３３万円 
・ 地方消費税 ：４２億９，６２４万円 
・ 法人県民税 ： ９億２，６６９万円 
・ 個人県民税 ： ５億３，３１０万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 固定資産税 ： ３億６，３６２万円 

 
 

・ 地方消費税清算金 

収入済額は、３３６億３，６９４万円余で、 
前年度に比べ、１３２億６，７１５万円余、６５．１％の増となった。 

 

 
 
 
 
 
 

予算現額 ５，１１１億２，７６５万９，５１３円 
調 定 額 ４，７７５億１，２２０万７，４０６円 
収入済額 ４，７４２億５，３７０万７，６２１円 
不納欠損額 １億９，２８１万４，９１４円 
収入未済額 ３０億６，５６８万４，８７１円 
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・ 地方譲与税 

収入済額は、１５６億２，９０９万円余で、 
前年度に比べ、１３億９，６５２万円余、８．２％の減となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 地方揮発油譲与税・ ：   ９，８４７万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 地方法人特別譲与税 ：１４億９，５１２万円 

 
 
・ 地方特例交付金  

収入済額は、２億６，４９３万円で、 
前年度に比べ、１５２万円余、０．６％の増となった。 

 
 
・ 地方交付税 

収入済額は、１，３３１億９，２０７万円余で、 
前年度に比べ、２０億９，４４９万円、１．５％の減となった。 

○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 普通交付税 ：２０億８，３０２万円 
・ 特別交付税 ：   １，１４８万円 

 
 
・ 交通安全対策特別交付金  

収入済額は、２億９，２５６万円余で、 
前年度に比べ、７２５万円余、２．５％の増となった。 

 
 

・ 分担金及び負担金 

収入済額は、１９億６，６３５万円余で、 
前年度に比べ、１億７，９４６万円余、８．４％の減となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 道路橋りょう費負担金 ：１億２，０６４万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 農地費負担金     ：３億２，５３０万円 

 
 

・ 使用料及び手数料 

収入済額は、７１億４，９０８万円余で、 
前年度に比べ、６億８，７３５万円余、１０．６％の増となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 高等学校費使用料 ：６億８，６６９万円 
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・ 国庫支出金 

収入済額は、５９５億４，２４４万円余で、 
前年度に比べ、５５億５，０９８万円余、８．５％の減となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 民生費国庫負担金    ：１５億５，５８９万円 
・ 商工費国庫補助金    ：１０億７，５８８万円 
・ 総務費国庫補助金    ： ９億６，７６０万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 
 ・ 土木費国庫補助金    ：７７億３，７８２万円 
 ・ 民生費国庫補助金    ： ６億６，３５５万円 
 ・ 農林水産業費国庫補助金 ： ６億３，２０１万円 

 
 
・ 財産収入 

収入済額は、１４億６，１０８万円余で、 
前年度に比べ、８億４，２９６万円余、１３６．４％の増となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 不動産売払収入 ：７億５，８２９万円 
・ 財産貸付収入  ：  ２，８０８万円 
・ 利子及び配当金 ：  ２，６４５万円 

 
 

・ 繰入金 

収入済額は、２５６億８４４万円余で、 
前年度に比べ、１５０億２，０９０万円余、３７．０％の減となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
 ・ 地域医療介護総合確保基金繰入金     ： １億５，１５７万円 
○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 公共施設整備等事業基金繰入金      ：７３億１，８１５万円 

 ・ 商工業振興資金特別会計繰入金      ：２８億６，７２０万円 
 ・ 中小企業近代化資金特別会計繰入金    ：２０億円 
 ・ 介護基盤緊急整備等臨時特例基金繰入金  ： ６億２，６５７万円 
 ・ 森林整備加速化・林業再生基金繰入金   ： ４億４，９２４万円 
 ・ 再生可能エネルギー等導入推進基金繰入金 ： ４億  ９６０万円 

 
 

・ 諸収入 

収入済額は、２８８億４，４１６万円余で、 
前年度に比べ、１４億５，７７９万円余、４．８％の減となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 土木受託事業 ： ２億  ７４０万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 
 ・ 衛生貸付金  ：１１億１，７０２万円 
 ・ 総務貸付金  ： ２億４，６６３万円 
 ・ 土木貸付金  ： １億１，２３７万円 
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・ 県  債 

収入済額は、５８６億２，９３０万円で、 
前年度に比べ、８９億１，２８０万円、１３．２％の減となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 単独事業債   ：３６億９，９００万円 
・ 災害復旧事業債 ：   ８，５００万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 一般補助事業債 ：８４億７，３００万円 
・ 臨時財政対策債 ：４２億２，３８０万円 
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（歳出の状況） 

○ 総 括 

予 算 現 額 ５，１１１億２，７６５万９，５１３円 
支 出 済 額 ４，６８０億２，６１０万４，９０８円 
翌年度繰越額 ２５３億７，７５６万４，６６９円 
不 用 額 １７７億２，３９８万９，９３６円 

 
・ 支出済額は、前年度に比べ、７０億７，７９６万円余、１．５％の減となっている。 

 
 
○ 主なもの 

・ 総務費 

支出済額は、３０３億８，２６１万円余で、 
前年度に比べ、３２億７，１２７万円余、９．７％の減となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 
・ 富士山世界遺産センター費 ：１３億７，６０８万円 
・ 地域消費喚起等支援交付金 ： ３億  ５５２万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 
・ 消防学校費        ：２５億９，８７３万円 
・ 別館改修事業費      ：１８億２，９８２万円 

 ・ 衆議院議員総選挙・最高裁判所裁判官国民審査費 ：４億５，１９３万円 
 
 
・ 民生費 

支出済額は、５２０億６，２３０万円余で、 
前年度に比べ、２４億３，３１０万円余、４．９％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 
・ 地域医療介護総合確保基金積立金       ：２１億８，５６０万円 
・ 民間保育所等施設型給付費負担金       ：２０億  ５７０万円 
・ 介護保険給付費県負担金           ： ３億２，９７３万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 
・ 民間保育所運営費県負担金          ：１２億９，８８６万円 
・ 介護基盤緊急整備等臨時特例基金事業費補助金 ： ９億５，５０２万円 
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・ 衛生費 

支出済額は、１６９億１，６２８万円余で、 
前年度に比べ、３２億９，０２０万円余、１６．３％の減となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 
・ 施設整備等資金貸付金              ： ５億８，８００万円 
・ 地域振興施設整備事業費補助金          ： ２億８，１６４万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 
・ 最終処分場整備資金等貸付金           ：１７億  ６８５万円 
・ 公益財団法人山梨県環境整備事業団経営支援補助金 ：１５億６，３１１万円 
・ 医療施設耐震化臨時特例基金事業費        ： ４億７，５５２万円 
・ エネルギー地産地消推進事業費 

（再生可能エネルギー等導入推進基金事業費）： ４億１，０７４万円 
 
 

・ 労働費 

支出済額は２７億９，３４５万円余で、 
前年度に比べ、８，８３３万円余、３．３％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 
・ 緊急雇用創出事業臨時特例基金事業費 ：２億６，４７９万円 
・ 雇用推進事業費           ：  ６，２８０万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 
・ 職業能力開発校管理費        ：２億６，３１４万円 

 
 

・ 農林水産業費 

支出済額は３２１億３，４３７万円余で、 
前年度に比べ、３９億４，８５８万円余、１０．９％の減となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 
・ 農業施設復旧支援対策事業費   ：３０億７，８２７万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 
・ 土地改良費           ：２１億４，５８４万円 
・ 復旧治山費            ：１２億２，８０８万円 
・ 被災施設等応急対策事業費補助金 ： ５億８，４５０万円 
・ 農地防災事業費         ： ５億５，９８２万円 
・ 林道改良費           ： ４億４，９２７万円 

 

 

・ 商工費 

支出済額は２８４億５，２４９万円余で、 
前年度に比べ、１１億４，０２０万円余、３．９％の減となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 
 ・ 富士の国やまなし誘客・消費拡大促進事業費 ： ５億９，４１９万円 
 ・ 企業立地対策費              ： ３億６，６２９万円 
○ 支出済額が減少した主な内容 
・ 商工業振興資金特別会計繰出金       ：２４億３，０２２万円 
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・ 土木費 

支出済額は６７５億２，０７１万円余で、 
前年度に比べ、１４０億４，０３１万円余、１７．２％の減となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

・ 道路維持費     ：  ７億１，７７４万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 

・ 道路橋りょう建設費 ：１０５億７，３２９万円 

 ・ 砂防地すべり対策費 ： １７億２，７８９万円  

・ 都市公園建設費   ：  ７億６，６９６万円 

 ・ 河川改良費     ：  ６億３，７６１万円 

 
 

・ 警察費 

支出済額は２２０億５，７３７万円余で、 
前年度に比べ、６億７，７０４万円余、３．２％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

・ 職員給与費等      ：７億１，３２６万円 

・ 警察本部庁舎等整備費  ：２億４，４６８万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 

・ 交通安全施設維持管理費 ：１億４，５２２万円 

 
 

・ 教育費 

支出済額は８９１億８，４１３万円余で、 
前年度に比べ、３０億９，９２７万円余、３．４％の減となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

・ 職員退職手当       ： ６億８，５７５万円 

・ 公立高等学校就学支援金  ： ６億２，１４２万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 

・ 高校施設整備費      ：１８億７，８１７万円 

・ 甲府支援学校等施設整備費 ：１３億３，７１２万円 

・ 私立学校運営費補助金   ： ４億５，０２９万円 
・ 学校体育振興費      ： ２億４，４３９万円 
・ 建造物保存事業費     ： ２億  ６８０万円 

 
 

・ 災害復旧費 

支出済額は９億３，６７６万円余で、 
前年度に比べ、１億３，８０８万円余、１７．３％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

・ 土木施設災害復旧費 ：２億 ９５３万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 

 ・ 耕地災害復旧費   ： ３，２２２万円 

・ 高校施設災害復旧費 ： ２，２６１万円 
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・ 公債費 

支出済額は８６４億５６２万円余で、 
前年度に比べ、９億１，８４７万円余、１．１％の増となった。 

 
 
・ 諸支出金 

支出済額は３８２億２３８万円余で、 
前年度に比べ、１７４億３，７４６万円余、８４．０％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 
・ 地方消費税交付金       ：６６億４，８４３万円 
・ 公共施設整備等事業基金積立金 ：６２億３，７０４万円 

・ 地方消費税清算金       ：４４億１，７１４万円 
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 ２ 特別会計決算の概況 

（単位：円） 
区       分 平成２７年度 平成２６年度 増 減 額 増減率 

歳 入 総 額 A 294,198,656,138 307,183,851,883 △12,985,195,745 △4.2 

歳 出 総 額 B 282,485,163,137 295,588,066,339 △13,102,903,202 △4.4 
歳入歳出差引額 
（形式収支額） C=A－B 11,713,493,001 11,595,785,544 117,707,457 1.0 

翌年度繰越財源額 D 165,468,613 203,732,475 △38,263,862 △18.8 

実質収支額 E=C－D 11,548,024,388 11,392,053,069 155,971,319 1.4 

 
○ 特別会計は、恩賜県有財産特別会計など１２会計である。 
 
○ 歳入総額は、２，９４１億９，８６５万６，１３８円 

歳出総額は、２，８２４億８，５１６万３，１３７円となった。 
 
○ 前年度に比べ、歳入総額は１２９億８，５１９万円余、４．２％の減、 

歳出総額は、１３１億２９０万円余、４．４％の減となった。 
 
○ 歳入歳出差引額（形式収支額）は、１１７億１，３４９万円余で、平成２８年

度への繰越財源額１億６，５４６万円余を差し引いた実質収支額は、 
１１５億４，８０２万円余となり、９会計が黒字、３会計が収支同額となった。 

 
○ 収入未済額は、５億８，６３２万円余で前年度に比べ、１，８９５万円余 
（３．３％）増加している。  

 
○ 不納欠損額は、１件１７４万円で、前年度に比べ、１，１３５万円余 
（８６．７％）減少している。 
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○ 恩賜県有財産特別会計 

収入済額は、１００億８，６２２万円余で、 
前年度に比べ、２億９，１９７万円余、２．８％の減となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 借換債       ： ３億１，６６８万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 事業費補助金    ： ４億２，９９２万円 
・ 林道債       ： １億５，９００万円 

    
支出済額は６９億１，３３３万円余で、 
前年度に比べ、３億９，００８万円余、５．３％の減となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

・ 元利償還金     ： ２億５，９７９万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 

・ 林道費       ： ４億６，７３６万円 

・ 保護管理費     ：   ７，０８１万円 

・ 林道災害復旧費   ：   ５，９５８万円 

・ 造林費       ：   ５，２５７万円 

 

 

○ 災害救助基金特別会計 

収入済額は、４１６万円余で、 
前年度に比べ、６３９万円余、６０．６％の減となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 繰越金       ： ３７５万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 災害救助費国庫負担金： ７５３万円 
・ 繰入金       ： ２５８万円 

 
   支出済額は、４１６万円余で、 

前年度に比べ、２６４万円余、３８．９％の減となった。 
○ 支出済額が減少した主な内容 
・ 救助費       ：  ２６１万円 
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○ 母子父子寡婦福祉資金特別会計 
収入済額は、２億１，６４６万円余で、 
前年度に比べ、２８３万円余、１．３％の減となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 繰入金        ： ２０６万円 
・ 母子福祉資金元利収入 ： １２０万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 繰越金        ： ６２８万円 

 
支出済額は、９，０１８万円余で、 
前年度に比べ、７５５万円余、９．１％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 
・ 公債費        ： １，１８４万円 
・ 繰出金        ：   ６６３万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 
・ 母子福祉費（貸付金） ：   ９０９万円 
・ 寡婦福祉費（貸付金） ：   ５５０万円 

 
 
○ 中小企業近代化資金特別会計 

収入済額は、５８億３，８８９万円余で、 

前年度に比べ、５億６，６０９万円余、８．８％の減となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 

・ 小規模企業者等設備導入資金債        ： ７億１，７８５万円 

・ 小規模企業者等設備導入資金償還金（諸収入） ： ２億２，５０４万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 

・ 繰越金                    ：１６億５，１９９万円 

    

支出済額は、２１億３，６９３万円余で、 

前年度に比べ、８億７２８万円余、２７．４％の減となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

・ 小規模企業者等設備導入資金貸付金  ： １１億１，７１５万円 

・ 県単独中小企業設備貸与資金貸付金  ：  １億   ６４万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 

・ 一般会計繰出金           ： ２０億円 
・ 高度化資金貸付金          ：    １，８７３万円 
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○ 農業改良資金特別会計 
収入済額は、２億１，２６２万円余で、 
前年度に比べ、５４６万円余、２．６％の増となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 繰越金       ： ２，３７３万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 農業改良資金償還金 ： １，７５２万円 

    支出済額は、３，６０３万円余で、 
前年度に比べ、８３４万円余、３０．１％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 
・ 償還金       ：   ６６１万円 
・ 繰出金       ：   ３３０万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 
・ 貸付金       ：   １５０万円 

 

 

○ 市町村振興資金特別会計 

収入済額は、５２億８，０３３万円余で、 
前年度に比べ、４億７，５１６万円余、８．３％の減となった。 

○ 収入済額が減少した主な内容 

・ 繰越金        ： ３億５，４６１万円 

・ 貸付金元利収入（元金）： １億１，６４５万円 

    
支出済額は、１５億１，７６５万円余で、 
前年度に比べ、３億５，６２０万円、１９．０％の減となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 
・ 市町村振興資金貸付金 ： ４，３８０万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 
・ 一般会計繰出金    ： ４億円 

 

 

○ 県税証紙特別会計 

収入済額は、１４億２，９１１万円余で、 
前年度に比べ３億５，４７８万円余、３３．０％の増となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 自動車取得税証紙収入： ３億１，１６９万円 
・ 自動車取得税繰越金 ：   ２，３７９万円 

    
支出済額は、１３億９，６３６万円余で、 
前年度に比べ、３億６，６１５万円余、３５．５％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 
・ 自動車取得税繰出金 ： ３億４，６８５万円 
・ 自動車税繰出金   ：   １，９３１万円 
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○ 集中管理特別会計 

収入済額は、１，０４０億５２１万円余で、 
前年度に比べ、横ばい（１，３４２万円余、０．０１％の増）となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
 ・ 一般会計繰入金   ： １，２８１万円 
 ・ 車両燃料管理収入  ：   ８１０万円 

    
支出済額は、１，０３９億８，０１９万円余で、 
前年度に比べ、横ばい（１，３４２万円余、０．０１％の増）となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 
・ 自動車管理費    ： １，２８６万円 
・ 車両燃料管理費   ：   ８１０万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 
・ 給与管理費     ：   ４８６万円 

 

 

○ 商工業振興資金特別会計  
収入済額は、４２８億１，４０２万円余で、 
前年度に比べ、５２億９，７３５万円余、１１．０％の減となった。 

○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 貸付金元利収入（元金）： ２８億６，７１３万円 
・ 繰入金        ： ２４億３，０２２万円 

 
   支出済額は、４２８億１，４０２万円余で、 

前年度に比べ、５２億９，７３５万円余、１１．０％の減となった。 
○ 支出済額が減少した主な内容 
・ 一般会計繰出金    ： ２８億６，７２０万円 
・ 資金貸付金      ： ２４億３，０２２万円 

 

 

○ 林業・木材産業改善資金特別会計 
収入済額は、１億６，７４４万円余で、 
前年度に比べ、９６７万円余、６．１％の増となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 繰越金                    ： １，９３７万円 
・ 木材産業等高度化推進資金債          ：   ５７５万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 木材産業等高度化推進資金貸付金元利収入   ： １，５００万円 

    
支出済額は、４，４５９万円余で、 
前年度に比べ、１，５８７万円余、５５．３％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 
・ 木材産業等高度化推進資金貸付金（償還金） ： １，３２５万円 
・ 木材産業等高度化推進資金貸付金（繰出金） ：   ７５０万円 
・ 林業・木材産業改善資金貸付金             ：   ４００万円 
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○ 支出済額が減少した主な内容 
・ 林業就業促進資金貸付金（償還金）      ：   ５９７万円 
・ 林業就業促進資金貸付金（繰出金）      ：   ２９８万円 

 
 

○ 流域下水道事業特別会計 

収入済額は、６４億３，１７６万円余で、 
前年度に比べ、５億１，１１３万円余、７．４％の減となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 管理費負担金    ： １億５，１４９万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 一般会計繰入金   ： ２億２，４７３万円 
・ 事業費県補助金   ： １億６，３１０万円 
・ 繰越金       ： １億４，１２９万円 
・ 事業費負担金    ：   ８，１２０万円 
・ 下水道債      ：   ５，９００万円 

    
支出済額は、５８億３，９２６万円余で、 
前年度に比べ、４億４，３０９万円余、７．１％の減となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 
・ 維持管理費     ：   ７，７９４万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 
・ 流域下水道建設費  ： ２億９，６５３万円 
・ 公債費元利償還金  ： ２億  ７０１万円 

 

 

○ 公債管理特別会計 

   収入済額は、１，１７７億１，２４０万円余で、 
前年度に比べ、６２億１，７５８万円余、５．０％の減となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 一般会計繰入金   ：  ９億１，９２０万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 借換債       ： ７１億６，４０８万円 

    
支出済額は、１，１７７億１，２４０万円余で、 
前年度に比べ、６２億１，７５８万円余、５．０％の減となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 
・ 県債管理基金積立金 ：   ６億６，０００万円 

○ 支出済額が増加した主な内容 
・ 公債費元利償還金  ：  ６８億９，９９６万円 
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【用語の解説】 
 
●歳入科目 
第１款県税：県の行政に要する経費を賄うため、地方税法等の規定に基づいて県民の皆さんや県内に事業

所を持つ法人等に納めていただく税です。現在、事業税、県民税、自動車税、地方消費税など 12 種類
の税目があります。 

第２款地方消費税清算金：地方消費税として徴収された総額から還付額を控除した金額について、消費に

関連した基準により都道府県間において清算を行い、各地方公共団体に配分されるものです。 
第３款地方譲与税：国税として徴収された税の全部又は一部が地方公共団体に譲与されるものです。県が

受けている地方譲与税は、地方法人特別譲与税、地方揮発油譲与税、石油ガス譲与税です。 
第４款地方特例交付金：個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の実施に伴う地方税の減収を補塡

するため、国から地方公共団体へ交付されるものです。 
第５款地方交付税：地方交付税には、地方公共団体間の地域格差をなくし、一定の行政水準を確保できる

ようにするため、国税の一部を地方公共団体の固有の財源として各地方公共団体の財源不足額に応じて

国から交付される普通交付税、災害復旧などの特別な事情によって交付される特別交付税及び東日本大

震災に係る復旧・復興事業の実施のための特別な財政需要等に対し交付される震災復興特別交付税があ

ります。 
第６款交通安全対策特別交付金：地方公共団体の道路交通安全施設整備のため、交通違反などの反則金を

財源に、交通事故発生件数、人口集中地区人口及び改良済道路延長を基準として国から交付されるもの

です。 
第７款分担金及び負担金：県が行う事業で特に利益を受ける人から、その受益の限度において負担いただ

くものです。 
第８款使用料及び手数料：使用料は、県営住宅の家賃のように県の施設を管理していくために、その施設

の利用者に負担いただくものです。また、手数料は、運転免許交付手数料のように県が行う行政サービ

スの利用者に負担いただくものです。 
第９款国庫支出金：国が地方公共団体に対し、特定の事業の財源として交付するもので、その性質によっ

て次の 3 種類に分類されます。 
【国庫負担金】義務教育や生活保護など、国と地方公共団体が共同して責任を持つ事業の経費について、

国が全部又は一部を地方公共団体に交付するものです。 
【国庫補助金】国が費用の一部又は全部を負担して特定の事務や施設の設置を地方公共団体に対して奨

励、援助するものです。 
【国庫委託金】国会議員の選挙や国勢調査など本来国が行うべき事業を便宜的に地方公共団体が実施し、

その経費を国が負担するものです。 
第１０款財産収入：県の財産（土地、建物等）を貸し付けたり売り払うことによる収入です。 
第１１款寄附金：県以外から金銭を譲り受けるものです。 
第１２款繰入金：特別会計や基金から一般会計に繰り入れるものです。 
第１３款繰越金：前年度の剰余金を受け入れるものです。 
第１４款諸収入：県税の延滞金や預金利子、県からの貸付金の元利償還金、収益事業収入など様々なもの

が含まれています。 
第１５款県債：県が借り入れたお金です。 
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●歳出科目 
第１款議会費：県議会議員の報酬、県議会の定例会及び臨時会の開催に要する経費等です。 
第２款総務費：人事、財政、文書、出納等の管理的経費及び企画、徴税、選挙、統計、監査委員、人事委

員会等の経費です。 
第３款民生費：社会福祉の向上を図るため、児童、老人及び障害者のための福祉施設の整備及び運営、各

種援護対策等に要する経費です。 
第４款衛生費：各種医療対策、精神衛生対策、環境衛生対策等に要する経費です。 
第５款労働費：勤労者の福祉に要する経費、職業訓練のための経費等です。 
第６款農林水産業費：農業生産基盤、林道の整備、果物等の流通対策等に要する経費、各種研究機関に要

する経費等です。 
第７款商工費：中小企業及びその組合の育成、地場産業、商店街及び観光の振興等に要する経費等です。 
第８款土木費：道路、河川、公営住宅、都市公園等公共施設の整備又は維持管理に要する経費等です。 
第９款警察費：警察官の給与費、警察施設の整備、防犯や交通安全対策に要する経費等です。 
第１０款教育費：公立小中学校、県立高校等の教職員の給与費、高校建設費、社会教育及び保健体育の振

興に要する経費、県立大学に要する経費等です。 
第１１款災害復旧費：降雨、暴雨、洪水、地震その他の異常な自然現象による災害にかかった土木施設や

農林施設等の復旧に要する経費等です。 
第１２款公債費：県債の償還のための元金や利子及びその発行に要する経費等です。 
第１３款諸支出金：他の歳出科目のいずれにも分類されないもので、地方消費税清算金や市町村への交付

金等です。 
第１４款予備費：予算計上したもの以外に、予算の執行過程で不測の事態が生じた場合に備える経費です。 

 


